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(57)【要約】
【課題】効率化を図ることができるレーダ装置を提供す
る。
【解決手段】レーダ装置は、レンズアンテナまたは反射
鏡アンテナの一次放射器とプリントアンテナとが同一の
基板に実装されたアンテナ装置を備える。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レンズアンテナまたは反射鏡アンテナの一次放射器とプリントアンテナとが同一の基板
に実装されたアンテナ装置を備える、
　レーダ装置。
【請求項２】
　前記基板に、ＭＭＩＣを用いた送信部または受信部の一方または両方を備える、
　請求項１に記載のレーダ装置。
【請求項３】
　送信部は２つ以上のアンテナ部を備え、
　受信部は１つ以上のアンテナ部を備える、
　請求項１または請求項２のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項４】
　前記送信部の２つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、遠方の距
離の狭い幅の領域に対応するレンズアンテナまたは反射鏡アンテナを含む、
　請求項３に記載のレーダ装置。
【請求項５】
　前記送信部の２つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、中・近の
距離の広い角度の領域に対応するプリントアンテナを含む、
　請求項３または請求項４のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項６】
　前記受信部の１つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、中・近の
距離の広い角度の領域に対応するプリントアンテナを含む、
　請求項３から請求項５のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項７】
　前記受信部は、２つ以上のアンテナ部を備え、
　前記受信部の２つ以上のアンテナ部は、遠方の距離の領域に対応するレンズアンテナま
たは反射鏡アンテナを含み、中・近の距離の領域に対応するアレー化されたプリントアン
テナを含む、
　請求項３から請求項５のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項８】
　前記送信部の２つ以上のアンテナ部は、
　偏波特性が、直線偏波の直交関係、または、円偏波の逆旋回関係であるように設定され
た、
　または、
　変調特性が、実用上で混信することのない関係であるように設定された、
　または、
　前記偏波特性と前記変調特性との両方が設定された、
　請求項３から請求項７のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項９】
　前記偏波特性および前記変調特性の一方または両方について、
　前記受信部の１つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、前記送信
部の２つ以上のアンテナ部のいずれにも対応することができるように設定された、
　請求項８に記載のレーダ装置。
【請求項１０】
　前記受信部は、２つ以上のアンテナ部を備え、
　偏波特性および変調特性の一方または両方について、前記送信部の少なくとも１つのア
ンテナ部と前記受信部の少なくとも１つのアンテナ部とで一の特性に合わせられ、前記送
信部の少なくとも他の１つのアンテナ部と前記受信部の少なくとも他の１つのアンテナ部
とで他の一の特性に合わせられた、
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　請求項８に記載のレーダ装置。
【請求項１１】
　送信部は１つ以上のアンテナ部を備え、
　受信部は２つ以上のアンテナ部を備える、
　請求項１または請求項２のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項１２】
　前記受信部の２つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、遠方の距
離の狭い幅の領域に対応するレンズアンテナまたは反射鏡アンテナを含む、
　請求項１１に記載のレーダ装置。
【請求項１３】
　前記受信部の２つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、中・近の
距離の広い角度の領域に対応するプリントアンテナを含む、
　請求項１１または請求項１２のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項１４】
　前記送信部の１つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、中・近の
距離の広い角度の領域に対応するプリントアンテナを含む、
　請求項１１から請求項１３のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項１５】
　前記送信部は、２つ以上のアンテナ部を備え、
　前記送信部の２つ以上のアンテナ部は、遠方の距離の領域に対応するレンズアンテナま
たは反射鏡アンテナを含み、中・近の距離の領域に対応するアレー化されたプリントアン
テナを含む、
　請求項１１から請求項１３のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項１６】
　前記受信部の２つ以上のアンテナ部は、
　偏波特性が、直線偏波の直交関係、または、円偏波の逆旋回関係であるように設定され
た、
　または、
　変調特性が、実用上で混信することのない関係であるように設定された、
　または、
　前記偏波特性と前記変調特性との両方が設定された、
　請求項１１から請求項１５のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項１７】
　前記偏波特性および前記変調特性の一方または両方について、
　前記送信部の１つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、前記受信
部の２つ以上のアンテナ部のいずれにも対応することができるように設定された、
　請求項１６に記載のレーダ装置。
【請求項１８】
　前記送信部は、２つ以上のアンテナ部を備え、
　偏波特性および変調特性の一方または両方について、前記受信部の少なくとも１つのア
ンテナ部と前記送信部の少なくとも１つのアンテナ部とで一の特性に合わせられ、前記受
信部の少なくとも他の１つのアンテナ部と前記送信部の少なくとも他の１つのアンテナ部
とで他の一の特性に合わせられた、
　請求項１６に記載のレーダ装置。
【請求項１９】
　１つ以上のレンズアンテナまたは反射鏡アンテナを備え、
　当該レンズアンテナまたは当該反射鏡アンテナは、前記基板にプリントされた一次放射
器と、誘電体で形成されたレンズまたは反射鏡を含む、
　請求項１から請求項１８のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項２０】
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　１つ以上のレンズアンテナまたは反射鏡アンテナを備え、
　当該レンズアンテナまたは当該反射鏡アンテナに含まれるレンズまたは反射鏡と一体化
されたアンテナカバーを備える、
　請求項１から請求項１９のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項２１】
　１つ以上のプリントアンテナを備え、
　当該プリントアンテナについて、アレーアンテナ化される、または、ハードウェアによ
り指向性の制御が行われる、または、ソフトウェアにより指向性の制御が行われる、
　請求項１から請求項２０のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項２２】
　１つ以上のプリントアンテナを備え、
　当該プリントアンテナに、指向性あるいは利得を制御するための部品を備える、
　請求項１から請求項２１のいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項２３】
　レンズアンテナまたは反射鏡アンテナの一次放射器とプリントアンテナとが同一の基板
に実装されたアンテナ装置を備えたレーダ装置の前記アンテナ装置によりビームを通信す
る、
　レーダ方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーダ装置およびレーダ方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車の安全装置機能の多様化に伴い、多くのアプリケーションを達成するため
に、様々な仕様のセンサー装置が必要とされる。前方方向監視センサーにおいては、従来
装置以上の検出距離の延長と視野範囲の広角化が必要とされるなか、低コスト化や省スペ
ース化も同時に求められている。
【０００３】
　ここで、「検出距離の延長」と「視野範囲の広角化」は、どのような方式のセンサー装
置であっても背反関係となることから、例えば、監視領域に応じて複数のセンサー装置を
装備することが考えられる。しかしながら、このようなシステムでは、低コスト化や省ス
ペース化が実現されない。そこで、特許文献１では、各領域に適合する複数のセンサーを
モジュール化したセンサー装置が提案されている（特許文献１参照。）。この技術では、
遠方の距離の対象物を検出するために、長距離伝搬と耐候性に優れた電波方式のレーダと
、比較的安価で広範囲をカバーできる超音波センサーが適用されている。
【０００４】
　一方、特許文献２では、２個のセンサーを同一の電波レーダ方式で統一化することが提
案されている（特許文献２参照。）。この技術では、２個の領域に適合したアンテナを統
合化した一つの共通備品が構成されている。
【０００５】
　ところで、近年のセンサーの搭載条件は、設置の自由度、意匠性（デザイン性）、カメ
ラセンサー機器との共用化の観点から、車室内またはサイドミラー等へのモジュール化が
推進されている。特許文献３では、車室内のフロントガラスの上部に電波レーダとカメラ
センサーとの複合装置を設置する方法が提案されている（特許文献３参照。）。また、特
許文献４では、サイドミラーに装置を設置する方法が提案されている。このように、装置
の設置場所の多様化が進んでいる（特許文献４参照。）。
【０００６】
　［複数の検出領域をカバーできる複合センサー装置の小型化、低コスト化について］
　複数の検出（検知）領域をカバーできる複合センサー装置には、幾つかの問題が存在す



(5) JP 2015-190809 A 2015.11.2

10

20

30

40

50

る。
　例えば、従来技術の一例（第１の従来技術という。）では、仕様が異なる複数のセンサ
ー（電波レーダ）を搭載するが、これでは、センサーが占める車両占有面積が大きいこと
から、設置箇所の自由度が無く、意匠性にも欠ける。また、複数のセンサーユニットが必
要であり、設置工数も増えることから、全体的なコストアップが避けられない。
　一方、従来技術の他の一例（第２の従来技術という。）では、検出領域が異なる複数の
センサー機器をモジュール化するが、第１の従来技術と異なり、１個のセンサーユニット
で構成されていることから、省スペース化の観点では良い。しかしながら、この技術に係
る検出手法では、電波レーダと超音波センサーの２種の方式を用いおり、部品構成が全く
異なることから、ユニットの寸法の大型化が懸念される。さらには、使用部品を共有でき
ないことから、モジュール化に伴うコストメリットもさほど期待できない。
【０００７】
　［複合センサー装置の性能と省スペース化について］
　第２の従来技術では、２つの方式をモジュール化することで、第１の従来技術と比べる
と省スペース化される。しかしながら、中・近距離の領域については、比較的安価な超音
波センサーを用いているため、電波レーダ以上の性能を確保することができない。具体的
には、空気中を伝搬する音波は、電波と比べると著しく減衰するものであり、気候条件に
も大きく左右される。また、超音波センサーでは、素子の大きさや波長に鑑みると、一般
的なミリ波電波レーダ以上の分解能は得られない。なお、音波は電波と比べて伝播速度も
遅いため、近年の高速レスポンスが求められる中・近距離のセンサーには適さない条件と
いえる。
【０００８】
　従来技術の他の一例（第３の従来技術という。）における、共に電波レーダで構成され
た複数領域用のセンサーを用いる方式では、アンテナ（アンテナ素子）にプリント基板ア
レーアンテナを共用化することで、第１の従来技術よりも省スペース化される。また、第
３の従来技術では、中・近距離について、第２の従来技術に関して述べた問題が解消され
得る。しかしながら、パッチアレーアンテナでは、第１の従来技術と比べると放射効率が
格段に落ちることから、同一開口面積でのシステム利得が著しく低い。したがって、第３
の従来技術は、遠方距離の安定検出には向かない。アンテナ利得を増加させるためには、
アンテナの大開口化が求められるが、仕様に適さないビームの先鋭化や視野の狭幅化、ア
ンテナグレーティングローブの発生等によって安易にアンテナの利得を増加させることは
できない。また、第３の従来技術では、共通基板でありながらアンテナごとの基板仕様が
異なるなどのように、構造上の複雑さも問題である。
【０００９】
　［複合センサー装置の設置と自由度について］
　例えば、車室内やサイドミラー等にセンサー機器を設置する場合、視認性（法規も考慮
する。）や意匠性の観点から、センサーが設置される方向の面積は大きく制限される。逆
に、奥行き寸法には比較的余裕が生じる傾向にある。この条件から、車室内等に第１の従
来技術を適用することは物理的に困難といえる。
　なお、車室内やサイドミラー内に放射素子が設置される場合には、必ず放射素子の前面
に誘電体のカバー（フロントガラスや樹脂カバー等）が存在することから、その分の透過
減衰量を考慮すると、第３の従来技術を適用するためには、さらなるアンテナ開口の大型
化が必要となるため、特に低背要求の高い本条件での適用は困難であるといえる。また、
同様に、超音波センサーについても、誘電体のカバーによる音波の減衰が著しいため、さ
らなる分解能と感度の低下が避けられない。
【００１０】
　そこで、誘電体カバーによる減衰を抑制する方法として、特許文献３では、反射整合用
の屈折ブロックや導電性プレートによる減衰量の低減が提案されているが、これらが放射
素子の近辺にあるために放射素子の占有体積を縮小化しており、最大限のアンテナ開口を
確保できずに、結果的に利得の低下を招いてしまう。同様に、特許文献４では、高周波基
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板による平面アンテナを適用したレーダ装置において、サイドミラーから遠方領域をカバ
ーすることは困難であり、さらには、サイドミラーの樹脂カバーによる反射損失をコント
ロールすることができない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】国際公開第２００６／０３４８９３号
【特許文献２】特開２０１３－０８８３６４号公報
【特許文献３】特表２０１２－５０５１１５号公報
【特許文献４】特開２０１３－１６０６０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　以上のように、従来のレーダ装置では、低コスト化や省スペース化が要求されていた。
【００１３】
　本発明は、このような事情を考慮してなされたもので、効率化を図ることができるレー
ダ装置およびレーダ方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　（１）上記の課題を解決するために、本発明の一態様に係るレーダ装置は、レンズアン
テナまたは反射鏡アンテナの一次放射器とプリントアンテナとが同一の基板に実装された
アンテナ装置を備える。
【００１５】
　（２）本発明の一態様は、上記した（１）に記載のレーダ装置において、前記基板に、
ＭＭＩＣ（Ｍｏｎｏｌｉｔｈｉｃ　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒ
ｃｕｉｔ）を用いた送信部または受信部の一方または両方を備える、構成としてもよい。
【００１６】
　（３）本発明の一態様は、上記した（１）または上記した（２）に記載のレーダ装置に
おいて、送信部は２つ以上のアンテナ部を備え、受信部は１つ以上のアンテナ部を備える
、構成としてもよい。
【００１７】
　（４）本発明の一態様は、上記した（３）に記載のレーダ装置において、前記送信部の
２つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、遠方の距離の狭い幅の領
域に対応するレンズアンテナまたは反射鏡アンテナを含む、構成としてもよい。
【００１８】
　（５）本発明の一態様は、上記した（３）または上記した（４）に記載のレーダ装置に
おいて、前記送信部の２つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、中
・近の距離の広い角度の領域に対応するプリントアンテナを含む、構成としてもよい。
【００１９】
　（６）本発明の一態様は、上記した（３）から上記した（５）のいずれか１つに記載の
レーダ装置において、前記受信部の１つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアン
テナ部は、中・近の距離の広い角度の領域に対応するプリントアンテナを含む、構成とし
てもよい。
【００２０】
　（７）本発明の一態様は、上記した（３）から上記した（５）のいずれか１つに記載の
レーダ装置において、前記受信部は、２つ以上のアンテナ部を備え、前記受信部の２つ以
上のアンテナ部は、遠方の距離の領域に対応するレンズアンテナまたは反射鏡アンテナを
含み、中・近の距離の領域に対応するアレー化されたプリントアンテナを含む、構成とし
てもよい。
【００２１】
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　（８）本発明の一態様は、上記した（３）から上記した（７）のいずれか１つに記載の
レーダ装置において、前記送信部の２つ以上のアンテナ部は、偏波特性が、直線偏波の直
交関係、または、円偏波の逆旋回関係であるように設定された、または、変調特性が、実
用上で混信することのない関係であるように設定された、または、前記偏波特性と前記変
調特性との両方が設定された、構成としてもよい。
【００２２】
　（９）本発明の一態様は、上記した（８）に記載のレーダ装置において、前記偏波特性
および前記変調特性の一方または両方について、前記受信部の１つ以上のアンテナ部のう
ちの少なくとも１つのアンテナ部は、前記送信部の２つ以上のアンテナ部のいずれにも対
応することができるように設定された、構成としてもよい。
【００２３】
　（１０）本発明の一態様は、上記した（８）に記載のレーダ装置において、前記受信部
は、２つ以上のアンテナ部を備え、偏波特性および変調特性の一方または両方について、
前記送信部の少なくとも１つのアンテナ部と前記受信部の少なくとも１つのアンテナ部と
で一の特性に合わせられ、前記送信部の少なくとも他の１つのアンテナ部と前記受信部の
少なくとも他の１つのアンテナ部とで他の一の特性に合わせられた、構成としてもよい。
【００２４】
　（１１）本発明の一態様は、上記した（１）または上記した（２）のいずれか１つに記
載のレーダ装置において、送信部は１つ以上のアンテナ部を備え、受信部は２つ以上のア
ンテナ部を備える、構成としてもよい。
【００２５】
　（１２）本発明の一態様は、上記した（１１）に記載のレーダ装置において、前記受信
部の２つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、遠方の距離の狭い幅
の領域に対応するレンズアンテナまたは反射鏡アンテナを含む、構成としてもよい。
【００２６】
　（１３）本発明の一態様は、上記した（１１）または上記した（１２）のいずれか１つ
に記載のレーダ装置において、前記受信部の２つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１
つのアンテナ部は、中・近の距離の広い角度の領域に対応するプリントアンテナを含む、
構成としてもよい。
【００２７】
　（１４）本発明の一態様は、上記した（１１）から上記した（１３）のいずれか１つに
記載のレーダ装置において、前記送信部の１つ以上のアンテナ部のうちの少なくとも１つ
のアンテナ部は、中・近の距離の広い角度の領域に対応するプリントアンテナを含む、構
成としてもよい。
【００２８】
　（１５）本発明の一態様は、上記した（１１）から上記した（１３）のいずれか１つに
記載のレーダ装置において、前記送信部は、２つ以上のアンテナ部を備え、前記送信部の
２つ以上のアンテナ部は、遠方の距離の領域に対応するレンズアンテナまたは反射鏡アン
テナを含み、中・近の距離の領域に対応するアレー化されたプリントアンテナを含む、構
成としてもよい。
【００２９】
　（１６）本発明の一態様は、上記した（１１）から上記した（１５）のいずれか１つに
記載のレーダ装置において、前記受信部の２つ以上のアンテナ部は、偏波特性が、直線偏
波の直交関係、または、円偏波の逆旋回関係であるように設定された、または、変調特性
が、実用上で混信することのない関係であるように設定された、または、前記偏波特性と
前記変調特性との両方が設定された、構成としてもよい。
【００３０】
　（１７）本発明の一態様は、上記した（１６）に記載のレーダ装置において、前記偏波
特性および前記変調特性の一方または両方について、前記送信部の１つ以上のアンテナ部
のうちの少なくとも１つのアンテナ部は、前記受信部の２つ以上のアンテナ部のいずれに
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も対応することができるように設定された、構成としてもよい。
【００３１】
　（１８）本発明の一態様は、上記した（１６）に記載のレーダ装置において、前記送信
部は、２つ以上のアンテナ部を備え、偏波特性および変調特性の一方または両方について
、前記受信部の少なくとも１つのアンテナ部と前記送信部の少なくとも１つのアンテナ部
とで一の特性に合わせられ、前記受信部の少なくとも他の１つのアンテナ部と前記送信部
の少なくとも他の１つのアンテナ部とで他の一の特性に合わせられた、構成としてもよい
。
【００３２】
　（１９）本発明の一態様は、上記した（１）から上記した（１８）のいずれか１つに記
載のレーダ装置において、１つ以上のレンズアンテナまたは反射鏡アンテナを備え、当該
レンズアンテナまたは当該反射鏡アンテナは、前記基板にプリントされた一次放射器と、
誘電体で形成されたレンズまたは反射鏡を含む、構成としてもよい。
【００３３】
　（２０）本発明の一態様は、上記した（１）から上記した（１９）のいずれか１つに記
載のレーダ装置において、１つ以上のレンズアンテナまたは反射鏡アンテナを備え、当該
レンズアンテナまたは当該反射鏡アンテナに含まれるレンズまたは反射鏡と一体化された
アンテナカバーを備える、構成としてもよい。
【００３４】
　（２１）本発明の一態様は、上記した（１）から上記した（２０）のいずれか１つに記
載のレーダ装置において、１つ以上のプリントアンテナを備え、当該プリントアンテナに
ついて、アレーアンテナ化される、または、ハードウェアにより指向性の制御が行われる
、または、ソフトウェアにより指向性の制御が行われる、構成としてもよい。
【００３５】
　（２２）本発明の一態様は、上記した（１）から上記した（２１）のいずれか１つに記
載のレーダ装置において、１つ以上のプリントアンテナを備え、当該プリントアンテナに
、指向性あるいは利得を制御するための部品を備える、構成としてもよい。
【００３６】
　（２３）上記の課題を解決するために、本発明の一態様に係るレーダ方法は、レンズア
ンテナまたは反射鏡アンテナの一次放射器とプリントアンテナとが同一の基板に実装され
たアンテナ装置を備えたレーダ装置の前記アンテナ装置によりビームを通信する。
【発明の効果】
【００３７】
　本発明によれば、レーダ装置およびレーダ方法において、効率化を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明の一実施形態に係る車両の概略的な構成を示す図である。
【図２】本発明の一実施形態に係るレーダ装置の基板の一例の概略的な構成を示す図であ
る。
【図３】本発明の一実施形態に係るレーダ装置の基板に実装されるアンテナ群の他の一例
の概略的な構成を示す図である。
【図４】本発明の一実施形態に係るレーダ装置の基板に実装されるアンテナ群の他の一例
の概略的な構成を示す図である。
【図５】本発明の一実施形態に係るレーダ装置の送受の回路部の一例の概略的な構成を示
す図である。
【図６】（Ａ）は本発明の一実施形態に係るレンズ兼アンテナカバーの一例の概略的な構
成における正面図であり、（Ｂ）は本発明の一実施形態に係るレンズ兼アンテナカバーの
一例の概略的な構成における側面図である。
【図７】本発明の一実施形態に係る第一送信部と第二送信部の指向性の一例を示す図であ
る。
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【図８】本発明の一実施形態に係る給電構造の一例を示す図である。
【図９】本発明の一実施形態に係るレンズアンテナの動作の原理を示す図である。
【図１０】本発明の一実施形態に係る装荷部品による指向性制御を行うレンズアンテナの
一例の概略的な構成を示す図である。
【図１１】本発明の一実施形態に係る偏波ダイバーシティを用いる状況の一例を示す図で
ある。
【図１２】（Ａ）および（Ｂ）は本発明の一実施形態に係る偏波の設定の例を示す図であ
る。
【図１３】（Ａ）および（Ｂ）は本発明の一実施形態に係る偏波の設定の具体例を示す図
である。
【図１４】本発明の一実施形態に係る偏波ダイバーシティの効果の一例を示す図である。
【図１５】本発明の一実施形態に係るレーダ装置の送受の回路部の他の一例の概略的な構
成を示す図である。
【図１６】本発明の一実施形態に係る他の車両の概略的な構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３９】
　以下、図面を参照し、本発明の実施形態について説明する。
　［本実施形態に係るレーダ装置を搭載した車両の概要］
　図１は、本発明の一実施形態に係る車両１の概略的な構成を示す図である。
　本実施形態に係る車両１は、自動車であり、フロントガラス１１や、サイドミラー１２
、１３を備える。本実施形態では、車両１のフロントガラス１１に、本実施形態に係るレ
ーダ装置２１を備える。
　本実施形態では、フロントガラス１１の左右方向の中央部（または、略中央部）であっ
て上下方向の中央部ないし上部に、レーダ装置２１が備えられる。また、本実施形態では
、フロントガラス１１の車室内の側にレーダ装置２１が備えられる。
　なお、レーダ装置２１は、フロントガラス１１における様々な位置に備えられてもよい
。
【００４０】
　［本実施形態に係るレーダ装置の概要］
　図２は、本発明の一実施形態に係るレーダ装置２１の基板１０１の一例の概略的な構成
を示す図である。
　本実施形態に係るレーダ装置２１は、車載用であり、電波レーダの複合センサーの機能
を有する。基板１０１としては、プリント基板が用いられている。
　レーダ装置２１の基板１０１には、図２に示される構成部１１１、１１２、１４１－１
～１４１－４、１４２、１７１、１７２が、同一の基板（当該基板１０１）に実装されて
いる。これにより、基板１０１には、アンテナ群の一例が実装されている。
【００４１】
　具体的には、レーダ装置２１の基板１０１には、遠方の距離の領域の検出を行うための
構成部として、レンズアンテナ１１１と、送信部（遠方領域用送信部）１１２を備える。
第一送信アンテナ群として、レンズアンテナ１１１は、一次放射器１２１と、レンズ１２
２（例えば、レドムカバーと一体のもの）を備える。
　遠方領域用送信部１１２と一次放射器１２１は、マイクロストリップライン（ＭＳＬ：
Ｍｉｃｒｏ　Ｓｔｒｉｐ　Ｌｉｎｅ）を介して接続されている。
　遠方領域用送信部１１２は、レンズアンテナ１１１を用いて、１個のチャンネル（例え
ば、送信２ｃｈ）の信号を送信することが可能である。
　遠方領域用送信部１１２として、ＭＭＩＣ素子の部品が用いられている。
【００４２】
　レーダ装置２１の基板１０１には、中・近傍の距離の領域の検出を行うための構成部と
して、アレーアンテナ１７１と、送信部（中・近領域用送信部）１７２を備える。
　第二送信アンテナ群として、アレーアンテナ１７１は、複数のアンテナ（１個のアンテ
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ナ１８１のみに符号を付してある。）を縦列に接続して構成されており、プリントアレー
アンテナである。
　アレーアンテナ１７１と中・近領域用送信部１７２とは、マイクロストリップラインを
介して接続されている。
　中・近領域用送信部１７２は、アレーアンテナ１７１を用いて、１個のチャンネル（例
えば、送信１ｃｈ）の信号を送信することが可能である。
　中・近領域用送信部１７２として、ＭＭＩＣ素子の部品が用いられている。
【００４３】
　レーダ装置２１の基板１０１には、遠方の距離の領域の検出および中・近傍の距離の領
域の検出を行うための構成部として、複数（図２の例では、４個）のアレーアンテナ１４
１－１～１４１－４と、受信部（共通受信部）１４２を備える。これら複数のアレーアン
テナ１４１－１～１４１－４により、単一（１つ）の受信アンテナ群が構成される。
　アレーアンテナ１４１－１は、複数のアンテナ（１個のアンテナ１５１のみに符号を付
してある。）を縦列に接続して構成されており、プリントアレーアンテナである。
　アレーアンテナ１４１－２は、複数のアンテナ（１個のアンテナ１５２のみに符号を付
してある。）を縦列に接続して構成されており、プリントアレーアンテナである。
　アレーアンテナ１４１－３は、複数のアンテナ（１個のアンテナ１５３のみに符号を付
してある。）を縦列に接続して構成されており、プリントアレーアンテナである。
　アレーアンテナ１４１－４は、複数のアンテナ（１個のアンテナ１５４のみに符号を付
してある。）を縦列に接続して構成されており、プリントアレーアンテナである。
　各アレーアンテナ１４１－１～１４１－４と共通受信部１４２とは、マイクロストリッ
プラインを介して接続されている。
　共通受信部１４２は、４個のアレーアンテナ１４１－１～１４１－４を用いて、４個の
チャンネル（例えば、受信１ｃｈ～受信４ｃｈ）の信号を受信することが可能である。
　共通受信部１４２として、ＭＭＩＣ素子の部品が用いられている。
【００４４】
　ここで、すべてのアレーアンテナ１４１－１～１４１－４、１７１の各アンテナ（アン
テナ１５１～１５４、１８１など）および一次放射器（アンテナの一つ）１２１として、
パッチアンテナが用いられている。
　図２の例では、遠方領域用のレンズアンテナ１１１により垂直偏波の成分の信号が送信
される。中・近領域用のアレーアンテナ１７１により水平偏波の成分の信号が送信される
。遠方領域用および中・近領域用に共通な各アレーアンテナ１４１－１～１４１－４によ
り斜め偏波の成分の信号が受信される。これらにより、共通な各アレーアンテナ１４１－
１～１４１－４では、遠方領域用のレンズアンテナ１１１から送信される信号の反射波（
反射信号）および中・近領域用のアレーアンテナ１７１から送信される信号の反射波（反
射信号）の両方が受信される。なお、それぞれの偏波の種類としては、他の組み合わせが
用いられてもよい。
【００４５】
　すべてのＭＭＩＣ素子（遠方領域用送信部１１２、共通受信部１４２および中・近領域
用送信部１７２）は、基板１０１の同一の面（図２の例では、表面）内に実装されている
。ＭＭＩＣ素子への給電方法として、例えば、ワイヤボンディングを用いる給電方法や、
ＢＧＡ方式を用いる給電方法が用いられる。なお、一部または全部のＭＭＩＣ素子が基板
１０１の裏面に実装されてもよく、この場合、ＭＭＩＣ素子への給電方法として、スリッ
トを用いる給電方法や、スルーホールを用いる給電方法が用いられる。給電は、例えば、
素子または伝送ラインに行われる。
【００４６】
　遠方領域用送信部１１２のレンズアンテナ１１１では、シングルビームが用いられても
よく、または、例えば、水平面方向にマルチビームが用いられてもよい。一般に、レンズ
アンテアは、高効率であり、多種類あるセンサー方式の中で最大級の検出距離を確保する
ことができる。また、一般に、レンズアンテナを用いると、同一の面積においては最大限
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に低背化が可能であるといえる（但し、ある程度の焦点距離（奥行き寸法）が必要である
）。
　中・近領域用に、広角化が可能であって、何れの領域も包括することが可能なパッチア
ンテナが用いられている。
　図２の例では、垂直方向（縦方向）についてはアレーアンテナ１４１－１～１４１－４
、１７１が構成されており、水平方向（横方向）についてはデジタルビームフォーミング
の処理（例えば、共通受信部１４２におけるソフトウェアの処理）が行われる。ここで、
図２の例では、垂直方向における単一の方向の素子配列のアレーアンテナ１４１－１～１
４１－４、１７１が用いられるが、例えば、水平方向のアレーアンテナが用いられてもよ
い。なお、図２の例では、垂直方向については、ビームを絞る（指向させる）目的でアレ
ーアンテナ１４１－１～１４１－４、１７１の構成が用いられている。
【００４７】
　［アンテナ群の他の一例］
　図３は、本発明の一実施形態に係るレーダ装置２１の基板１０１に実装されるアンテナ
群の他の一例の概略的な構成を示す図である。
　図３の例では、図２の例と同様なアンテナ群として、基板１０１に、遠方領域用のレン
ズアンテナ２２１および遠方領域用送信部２２２と、中・近領域用のアレーアンテナ２０
１および中・近領域用送信部２０２が実装されて備えられている。
　また、図３の例では、基板１０１に、遠方領域用の４個のアレーアンテナ２６１－１～
２６１－４および遠方領域用受信部２６２と、中・近領域用の４個のアレーアンテナ２４
１－１～２４１－４および中・近領域用受信部２４２が実装されて備えられている。
　ここで、第一送信アンテナ群が遠方領域用のレンズアンテナ２２１により構成されてお
り、第二送信アンテナ群が中・近領域用のアレーアンテナ２０１により構成されており、
第一受信アンテナ群が遠方領域用の４個のアレーアンテナ２６１－１～２６１－４により
構成されており、第二受信アンテナ群が中・近領域用の４個のアレーアンテナ２４１－１
～２４１－４により構成されている。
【００４８】
　図３の例では、遠方領域については、遠方領域用送信部２２２がレンズアンテナ２２１
を用いて１個のチャンネル（例えば、送信２ｃｈ）の信号を送信し、遠方領域用受信部２
６２が４個のアレーアンテナ２６１－１～２６１－４を用いて４個のチャンネル（例えば
、受信５ｃｈ～受信８ｃｈ）の信号を受信する。図３の例では、これらのアレーアンテナ
２６１－１～２６１－４としては、それぞれ、垂直方向と水平方向の両方のアレーアンテ
ナ（垂直方向のアンテナの並びおよび水平方向のアンテナの並びにより指向性を調整する
２次元配列のアレーアンテナ）の構成が用いられている。
【００４９】
　中・近領域については、中・近領域用送信部２０２がアレーアンテナ２０１を用いて１
個のチャンネル（例えば、送信１ｃｈ）の信号を送信し、中・近領域用受信部２４２が４
個のアレーアンテナ２４１－１～２４１－４を用いて４個のチャンネル（例えば、受信１
ｃｈ～受信４ｃｈ）の信号を受信する。図３の例では、これらのアレーアンテナ２０１、
２４１－１～２４１－４としては、それぞれ、垂直方向のアレーアンテナ（垂直方向のア
ンテナの並びにより指向性を調整する１次元配列のアレーアンテナ）の構成が用いられて
いる。
【００５０】
　図３の例では、遠方領域用の送受のアンテナ（レンズアンテナ２２１およびアレーアン
テナ２６１－１～２６１－４）で、信号の偏波方向が一致させられている。また、中・近
領域用の送受のアンテナ（アレーアンテナ２０１およびアレーアンテナ２４１－１～２４
１－４）で、信号の偏波方向が一致させられている。また、遠方領域用の送受のアンテナ
（レンズアンテナ２２１およびアレーアンテナ２６１－１～２６１－４）と、中・近領域
用の送受のアンテナ（アレーアンテナ２０１およびアレーアンテナ２４１－１～２４１－
４）とで、信号の偏波方向が直交させられている。
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【００５１】
　［アンテナ群のさらに他の一例］
　図４は、本発明の一実施形態に係るレーダ装置２１の基板１０１に実装されるアンテナ
群の他の一例の概略的な構成を示す図である。
　図４の例では、図３の例と同様なアンテナ群として、基板１０１に、遠方領域用のレン
ズアンテナ３４１および遠方領域用送信部３４２と、中・近領域用のアレーアンテナ３２
１および中・近領域用送信部３２２と、中・近領域用の４個のアレーアンテナ３０１－１
～３０１－４および中・近領域用受信部３０２が実装されて備えられている。
　また、図４の例では、基板１０１に、遠方領域用のレンズアンテナ３６１および遠方領
域用受信部３６２が実装されて備えられている。遠方領域用のレンズアンテナ３６１は、
４個のアンテナ（一次放射器に対応するアンテナ素子）３７１－１～３７１－４と、レン
ズ（マルチビームレンズ）３７２を備える。
　ここで、第一送信アンテナ群が遠方領域用のレンズアンテナ３４１により構成されてお
り、第二送信アンテナ群が中・近領域用のアレーアンテナ３２１により構成されており、
第一受信アンテナ群が遠方領域用のマルチビームのレンズアンテナ３６１により構成され
ており、第二受信アンテナ群が中・近領域用の４個のアレーアンテナ３０１－１～３０１
－４により構成されている。
【００５２】
　図４の例では、遠方領域については、遠方領域用送信部３４２がレンズアンテナ３４１
を用いて１個のチャンネル（例えば、送信２ｃｈ）の信号を送信し、遠方領域用受信部３
６２がマルチビームのレンズアンテナ３６１の４個のアンテナ３７１－１～３７１－４を
用いて４個のチャンネル（例えば、受信５ｃｈ～受信８ｃｈ）の信号を受信する。
【００５３】
　中・近領域については、中・近領域用送信部３２２がアレーアンテナ３２１を用いて１
個のチャンネル（例えば、送信１ｃｈ）の信号を送信し、中・近領域用受信部３０２が４
個のアレーアンテナ３０１－１～３０１－４を用いて４個のチャンネル（例えば、受信１
ｃｈ～受信４ｃｈ）の信号を受信する。図４の例では、これらのアレーアンテナ３２１、
３０１－１～３０１－４としては、それぞれ、垂直方向のアレーアンテナ（垂直方向のア
ンテナの並びにより指向性を調整する１次元配列のアレーアンテナ）の構成が用いられて
いる。
【００５４】
　図４の例では、遠方領域用の送受のアンテナ（レンズアンテナ３４１およびレンズアン
テナ３６１）で、信号の偏波方向が一致させられている。また、中・近領域用の送受のア
ンテナ（アレーアンテナ３２１およびアレーアンテナ３０１－１～３０１－４）で、信号
の偏波方向が一致させられている。また、遠方領域用の送受のアンテナ（レンズアンテナ
３４１およびレンズアンテナ３６１）と、中・近領域用の送受のアンテナ（アレーアンテ
ナ３２１およびアレーアンテナ３０１－１～３０１－４）とで、信号の偏波方向が直交さ
せられている。
【００５５】
　［本実施形態に係るレーダ装置の送受の回路部の一例］
　図５は、本発明の一実施形態に係るレーダ装置２１の送受の回路部４０２の一例の概略
的な構成を示す図である。送受の回路部４０２は、プリント基板を用いて形成されている
。
　本実施形態に係る送受の回路部４０２は、第一送信部として、増幅器４２１－１と、電
圧制御発振器（ＶＣＯ：Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ
）４２２－１と、分配器４２３－１と、増幅器４２４－１と、アンテナ４２５－１を備え
る。
　送受の回路部４０２は、第二送信部として、増幅器４２１－２と、電圧制御発振器（Ｖ
ＣＯ）４２２－２と、分配器４２３－２と、増幅器４２４－２と、アンテナ４２５－２を
備える。
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【００５６】
　送受の回路部４０２は、単一（１つ）の受信部として、４個のアンテナ４４１－１～４
４１－４と、４個の増幅器４４２－１～４４２－４と、４個のミキサ４４３－１～４４３
－４と、４個の増幅器４４４－１～４４４－４と、４個のフィルタ４４５－１～４４５－
４を備える。これらは、同様な４個の系列を構成している。図５の例では、４個のアンテ
ナ４４１－１～４４１－４は、隣り合うアンテナ同士が一定の距離ｄ１（ｄ１は０より大
きい値）だけ離隔させられて、直列に配置されている。
　このように、図５の例に係るレーダ装置２１は、２つの送信アンテナ群と、１つの受信
アンテナ群を有する。
　なお、本実施形態では、説明の便宜上、アンテナ群は、アンテナのまとまりの単位を示
し、例えば、複数のアンテナから構成されるものばかりでなく、単一（１つ）のアンテナ
から構成されるものも含む。
【００５７】
　送受の回路部４０２は、Ａ／Ｄ変換器（ＡＤＣ：Ａｎａｌｏｇ　ｔｏ　Ｄｉｇｉｔａｌ
　Ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ）４６１と、制御部４６２と、信号処理部４８１を備える。
　また、送受の回路部４０２は、レンズ４１１を備える。
　ここで、図５の例に係るレーダ装置２１は、レンズ４１１と一体化されたアンテナカバ
ー（レンズ兼アンテナカバー）４０１を備える。
【００５８】
　図５の例に係る送受の回路部４０２における動作の一例を示す。
　第一送信部では、増幅器４２１－１が制御部４６２から出力された制御信号を増幅し、
ＶＣＯ４２２－１が当該増幅された信号により制御されて信号を発振し、分配器４２３－
１が当該信号を２つに分配し、増幅器４２４－１が一方の分配信号を増幅し、アンテナ４
２５－１が当該増幅された信号を無線により送信する。
　第二送信部では、増幅器４２１－２が制御部４６２から出力された制御信号を増幅し、
ＶＣＯ４２２－２が当該増幅された信号により制御されて信号を発振し、分配器４２３－
２が当該信号を２つに分配し、増幅器４２４－２が一方の分配信号を増幅し、アンテナ４
２５－２が当該増幅された信号を無線により送信する。
【００５９】
　受信部では、各アンテナ４４１－１～４４１－４が無線の信号（送信部から送信された
信号の反射波の信号）を受信し、各増幅器４４２－１～４４２－４が当該受信された信号
を増幅する。各増幅器４４４－１～４４４－４が分配器（分配器４２３－１～４２３－２
のいずれか）により分配された他方の信号を増幅する。各ミキサ４４３－１～４４３－４
が各増幅器４４２－１～４４２－４により増幅された信号と各増幅器４４４－１～４４４
－４により増幅された信号とを混合し、各フィルタ４４５－１～４４５－４が当該混合さ
れた信号をフィルタリングして、所望の信号を受信信号として抽出する。
【００６０】
　Ａ／Ｄ変換器４６１が各フィルタ４４５－１～４４５－４により抽出された受信信号を
アナログ信号からデジタル信号へ変換し、信号処理部４８１がデジタル信号へ変換された
４個の受信信号を処理して、送信部から送信された信号を反射した物体（対象物）の距離
や速度や方位などを検出する。
　制御部４６２は、第一送信部に対する制御信号を生成して増幅器４２１－１に出力する
制御や、第二送信部に対する制御信号を生成して増幅器４２１－２に出力する制御や、Ａ
／Ｄ変換器４６１の処理タイミングの制御を行う。また、制御部４６２は、第一送信部に
よる信号の送信と第二送信部による信号の送信とを時分割で行うように切り替え、それぞ
れの送信部による信号の送信に合わせてそれぞれの送信部の分配器４２３－１～４２３－
２からの信号（他方の分配信号）が各増幅器４４４－１～４４４－４に入力されるように
切り替える。これにより、信号処理部４８１では、第一送信部からの送信信号を反射した
物体と、第二送信部からの送信信号を反射した物体とについて、時分割で、それぞれの物
体を検出することができる。
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【００６１】
　図６（Ａ）は、本発明の一実施形態に係るレンズ兼アンテナカバー４０１の一例の概略
的な構成における正面図である。
　図６（Ｂ）は本発明の一実施形態に係るレンズ兼アンテナカバー４０１の一例の概略的
な構成における側面図である。
　本実施形態に係るレンズ兼アンテナカバー４０１は、レンズ４１１と覆い部４１２とを
一体化して有し、レーダ装置２１の送受の回路部４０２（例えば、それが設けられるプリ
ント基板５０１）の全体を覆うレドム（カバー）となっている。レンズ４１１と覆い部４
１２は、それぞれ、誘電体の材料（例えば、樹脂）を用いて構成されている。レンズ４１
１と覆い部４１２は、同じ材料を用いて構成されてもよく、または、異なる材料を用いて
構成されてもよい。
【００６２】
　図７は、本発明の一実施形態に係る第一送信部と第二送信部の指向性の一例を示す図で
ある。
　図７に示されるグラフでは、横軸は方位角［ｄｅｇ］を表わしており、縦軸はゲイン（
Ｇａｉｎ）［ｄＢ］を表わしている。第一送信部から送信される信号の指向性の特性２０
０１と、第二送信部から送信される信号の指向性の特性２００２を示してある。
　方位角が０［ｄｅｇ］の方向は、レーダ装置２１の前方の方向であり、例えば、車両１
の前方の方向である。第一送信部の指向性の特性２００１は、比較的狭い角度範囲（狭い
幅の領域）に比較的強い信号（電波）を送信するものであり、遠方領域用送信部に対応す
る。第二送信部の指向性の特性２００２は、比較的広い角度範囲（広い幅の領域）に比較
的弱い信号（電波）を送信するものであり、中・近領域用送信部に対応する。
【００６３】
　図８は、本発明の一実施形態に係る給電構造の一例を示す図である。
　本実施形態に係る給電構造は、１枚の基板（プリント基板）５０１と、レンズ兼アンテ
ナカバー４０１を備える。レンズ兼アンテナカバー４０１は、レンズ４１１と覆い部４１
２とが一体化された構造を有する。
　基板５０１には、第一送信部５１１として遠方領域用のレンズアンテナを構成する給電
素子が形成されており、第二送信部５１２として中・近領域用のアンテナ（図８の例では
、広角用のパッチアンテナを用いたアレーアンテナ）が形成されている。
　このように、２つの領域用の放射源が共通（共有）の基板５０１に実装されており、一
方の領域用の放射源（図８の例では、遠方領域用の放射源）がレンズアンテナの一次放射
器に割り当てられている。
【００６４】
　図９は、本発明の一実施形態に係るレンズアンテナの動作の原理を示す図である。
　等方性の点源５５１から信号（電波）が送信される。この信号は、球面波を形成し、球
面において同一の位相面を形成する。この信号が、レンズ５５２を通過することにより、
平面波５５３の信号に変換される。この平面波５５３の信号により、放射パターン５５４
が形成される。このようなレンズアンテナにより、高効率の有指向性アンテナが実現され
る。
【００６５】
　図１０は、本発明の一実施形態に係る装荷部品による指向性制御を行うレンズアンテナ
の一例の概略的な構成を示す図である。
　図１０の例に係るレンズアンテナは、プリント基板６０１に形成されたパッチアンテナ
６１１と、レンズ６１３と、パッチアンテナ６１１の指向性を制御するために設けられた
誘電体ロッド６１２を備える。図１０に、誘電体ロッド６１２が無い場合におけるビーム
進行路６５１と、誘電体ロッド６１２が有る場合におけるビーム進行路６５２を示すよう
に、誘電体ロッド６１２が有る方が、ビームが絞られる。
　このように、レンズアンテナの一次放射器（図１０の例では、パッチアンテナ６１１）
に、当該一次放射器の指向性を調整するために誘電体導波路や金属フレアの部品を備える
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ことにより、当該一次放射器から放射されるビームを絞り込むことができる。これにより
、一次放射器から放射されるビームについて、スピルオーバーが抑制される。
【００６６】
　［偏波ダイバーシティについて］
　図１１は、本発明の一実施形態に係る偏波ダイバーシティを用いる状況（シチュエーシ
ョン）の一例を示す図である。
　本実施形態に係る車両１が、道路７０１を走行している。車両１のレーダ装置２１は、
当該車両１の前方に対して、第一送信部により遠方領域用の指向性の特性７２１を有する
信号（電波）を送信して物体（対象物）の検出を可能とするとともに、第二送信部により
中・近領域用の指向性の特性７２２を有する信号（電波）を送信して物体（対象物）の検
出を可能とする。レーダ装置２１は、遠方領域用の信号により遠方に存在する物体（例え
ば、他の車両７１１）を検出し、中・近領域用の信号により中・近距離（中距離または近
距離）に存在する物体（例えば、歩行者である人７１２）を検出する。
　図１１の例では、２つの領域用の通信に偏波ダイバーシティを適用して、その効果を利
用する。
【００６７】
　図１２（Ａ）および図１２（Ｂ）は、本発明の一実施形態に係る偏波の設定の例を示す
図である。
　図１２（Ａ）は、レーダ装置２１が第一送信部（第一送信アンテナ群）、第二送信部（
第二送信アンテナ群）、および単一の受信部（単一受信アンテナ群）を備える場合におけ
る、各アンテナ群に設定される偏波の例として、＜設定例１＞～＜設定例３＞を示す。そ
れぞれの設定例１～３では、第一送信アンテナ群と第二送信アンテナ群に互いに直交する
偏波が設定され、単一の受信アンテナ群に第一送信アンテナ群と第二送信アンテナ群との
両方の信号を受信することが可能な偏波が設定されている。
【００６８】
　＜設定例１＞では、第一送信アンテナ群、第二送信アンテナ群、単一受信アンテナ群の
偏波がそれぞれ、水平、垂直、斜め（＋４５ｄｅｇ、あるいは、－４５ｄｅｇ）、または
、垂直、水平、斜め、または、水平、垂直、円（左旋円偏波、あるいは、右旋円偏波）、
または、垂直、水平、円である。
　＜設定例２＞では、第一送信アンテナ群、第二送信アンテナ群、単一受信アンテナ群の
偏波がそれぞれ、＋４５ｄｅｇ、－４５ｄｅｇ、水平あるいは垂直、または、－４５ｄｅ
ｇ、＋４５ｄｅｇ、水平あるいは垂直、または、＋４５ｄｅｇ、－４５ｄｅｇ、円（左旋
円偏波、あるいは、右旋円偏波）、または、－４５ｄｅｇ、＋４５ｄｅｇ、円（左旋円偏
波、あるいは、右旋円偏波）である。
　＜設定例３＞では、第一送信アンテナ群、第二送信アンテナ群、単一受信アンテナ群の
偏波がそれぞれ、右旋円偏波、左旋円偏波、水平あるいは垂直、または、左旋円偏波、右
旋円偏波、水平あるいは垂直、または、右旋円偏波、左旋円偏波、斜め（＋４５ｄｅｇ、
あるいは、－４５ｄｅｇ）、または、左旋円偏波、右旋円偏波、斜め（＋４５ｄｅｇ、あ
るいは、－４５ｄｅｇ）である。
【００６９】
　図１２（Ｂ）は、レーダ装置２１が第一送信部（第一送信アンテナ群）、第二送信部（
第二送信アンテナ群）、第一受信部（第一受信アンテナ群）、および第二受信部（第二受
信アンテナ群）を備える場合における、各アンテナ群に設定される偏波の例として、＜設
定例４＞～＜設定例６＞を示す。それぞれの設定例４～６では、第一送信アンテナ群と第
二送信アンテナ群に互いに直交する偏波が設定され、第一送信アンテナ群と第一受信アン
テナ群に同一の偏波が設定され、第二送信アンテナ群と第二受信アンテナ群に同一の偏波
が設定される。
【００７０】
　＜設定例４＞では、第一送信アンテナ群、第二送信アンテナ群、第一受信アンテナ群、
第二受信アンテナ群の偏波がそれぞれ、水平、垂直、水平、垂直、または、垂直、水平、
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垂直、水平である。
　＜設定例５＞では、第一送信アンテナ群、第二送信アンテナ群、第一受信アンテナ群、
第二受信アンテナ群の偏波がそれぞれ、＋４５ｄｅｇ、－４５ｄｅｇ、＋４５ｄｅｇ、－
４５ｄｅｇ、または、－４５ｄｅｇ、＋４５ｄｅｇ、－４５ｄｅｇ、＋４５ｄｅｇである
。
　＜設定例６＞では、第一送信アンテナ群、第二送信アンテナ群、第一受信アンテナ群、
第二受信アンテナ群の偏波がそれぞれ、右旋円偏波、左旋円偏波、右旋円偏波、左旋円偏
波、または、左旋円偏波、右旋円偏波、左旋円偏波、右旋円偏波である。
【００７１】
　図１３（Ａ）および図１３（Ｂ）は、本発明の一実施形態に係る偏波の設定の具体例を
示す図である。
　図１３（Ａ）は、図１２（Ａ）に示される＜設定例１＞に対応するアンテナ（本例では
、パッチアンテナ）の実装方向の例を示す図である。
　第一送信部の第一送信アンテナ群（レンズアンテナ８０１）は垂直偏波であり、第二送
信部の第二送信アンテナ群（アレーアンテナ８２１）は水平偏波であり、単一の受信部の
単一受信アンテナ群（４個のアレーアンテナ８１１－１～８１１－４）は斜め偏波である
。
【００７２】
　図１３（Ｂ）は、図１２（Ｂ）に示される＜設定例５＞に対応するアンテナ（本例では
、パッチアンテナ）の実装方向の例を示す図である。
　第一送信部の第一送信アンテナ群（レンズアンテナ９１１）は＋４５ｄｅｇ偏波であり
、第二送信部の第二送信アンテナ群（アレーアンテナ９０１）は－４５ｄｅｇ偏波であり
、第一受信部の第一受信アンテナ群（４個のアレーアンテナ９３１－１～９３１－４）は
＋４５ｄｅｇ偏波であり、第二受信部の第二受信アンテナ群（４個のアレーアンテナ９２
１－１～９２１－４）は－４５ｄｅｇ偏波である。
【００７３】
　図１４は、本発明の一実施形態に係る偏波ダイバーシティの効果の一例を示す図である
。
　図１４に示されるグラフでは、横軸は送信位置と受信位置との間の距離（送受信間距離
）［ｍ］を表しており、縦軸は信号（電波）の電力減衰量［ｄＢ］を表わしている。自由
空間を信号が伝播（伝搬）する場合における減衰の特性２０１１と、垂直偏波の信号の減
衰の特性２０１２と、水平偏波の信号の減衰の特性２０１３を示してある。
【００７４】
　図１１～図１４に示されるように、レーダ装置２１では、遠方領域用の指向性の特性７
２１を有する信号と中・近領域用の指向性の特性７２２を有する信号を送信することによ
り、これら２つの信号の特性（信号が到達する領域）が重なる領域において、偏波ダイバ
ーシティの効果を得ることができる。具体的には、レーダ装置２１では、これら２つの信
号の特性（信号が到達する領域）が重なる領域については、例えば、これら２つの信号の
それぞれに応じた受信信号のうちでより良好な一方の受信信号を用いて物体を検出するこ
とができ、または、これら２つの信号のそれぞれに応じた受信信号を合成して、当該合成
された信号を用いて物体を検出することができる。この場合、これら２つの信号の偏波の
状態が互いに直交するため、路面マルチパス等に起因する各信号の電力の落ち込みを互い
に補完することができ、これにより、良好な受信電力を保つことができる。また、これら
２つの信号の偏波の状態が互いに直交するため、例えば、信号を反射する物体（対象物）
における反射の安定性能を強化することが図られる。
【００７５】
　ここで、本実施形態では、２つの送信アンテナ群により互いに直交した偏波特性を有す
る信号を送信する構成が示されるが、他の構成例として、偏波の特性の代わりに、変調の
特性が用いられてもよく、または、偏波の特性と変調の特性との両方が用いられてもよい
。すなわち、変調についても、互いに実用上で混信することのない変調が施された信号を
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２つの送信アンテナ群から送信することで、互いに直交する偏波を有する信号が２つの送
信アンテナ群から送信される場合と同様な効果を得ることができる。
　ここで、互いに実用上で混信することのない変調が施された信号とは、互いに実用上で
混信することのない変調波の信号であり、例えば、全く混信が生じないものばかりでなく
、多少の混信が生じても実用上で問題とならない程度のものも含まれる。互いに実用上で
混信することのない変調波としては、具体例として、互いに直交する変調波、互いに帯域
が異なる変調波、互いにビート周波数が異なる（変調時における三角波の傾きが異なる）
変調波、圧縮パルスにおける圧縮の周波数が異なる変調波、圧縮パルスにおける圧縮の中
心周波数が異なる変調波、などが用いられてもよい。
【００７６】
　また、本実施形態では、一次放射器（アンテナ）とレンズを備えるレンズアンテナが用
いられるが、他の構成例として、一次放射器（アンテナ）と反射鏡を備える反射鏡アンテ
ナ（例えば、パラボラアンテナ）が用いられてもよい。
　送信部の数としては、任意の数が用いられてもよく、例えば、単一（１つ）の送信部が
備えられてもよく、または、複数の送信部が備えられてもよい。
　受信部の数としては、任意の数が用いられてもよく、例えば、単一（１つ）の受信部が
備えられてもよく、または、複数の受信部が備えられてもよい。
　それぞれの領域の送信部や受信部では、任意のアンテナが用いられてもよく、例えば、
単一（１つ）のアンテナが用いられてもよく、または、複数のアンテナを組み合わせたア
レーアンテナが用いられてもよく、または、レンズアンテナが用いられてもよく、または
、反射鏡アンテナが用いられてもよい。
【００７７】
　また、本実施形態では、パッチ方式のアンテナ（パッチアンテナ）が用いられるが、他
の構成例として、パッチアンテナの代わりに、または、パッチアンテナと共に、線状（例
えば、モノポールやダイポールなど）のアンテナが用いられてもよい。
　また、本実施形態では、２つの領域として、遠方の領域と中・近の領域が用いられるが
、他の構成例として、任意の２つの領域が用いられてもよい。また、３つ以上の領域が用
いられてもよい。
【００７８】
　［送受の関係を逆にした構成について］
　図５では、複数（図５の例では、２つ）の送信部から互いに実用上で混信することのな
い信号を送信し、共通な単一の受信部によりこれら２つの送信部から送信される信号を受
信する構成が示されたが、他の構成例として、送受の関係を逆にした構成が用いられても
よい。
【００７９】
　図１５は、本発明の一実施形態に係るレーダ装置２１の送受の回路部１００２の他の一
例の概略的な構成を示す図である。送受の回路部１００２は、プリント基板を用いて形成
されている。
　本実施形態に係る送受の回路部１００２は、単一（１つ）の送信部として、増幅器１１
０１と、電圧制御発振器（ＶＣＯ）１１０２と、分配器１１０３と、増幅器１１０４と、
アンテナ１１０５を備える。
【００８０】
　送受の回路部１００２は、第一受信部として、４個のアンテナ１１２１－１～１１２１
－４と、４個の増幅器１１２２－１～１１２２－４と、４個のミキサ１１２３－１～１１
２３－４と、４個の増幅器１１２４－１～１１２４－４と、４個のフィルタ１１２５－１
～１１２５－４を備える。これらは、同様な４個の系列を構成している。図１５の例では
、４個のアンテナ１１２１－１～１１２１－４は、隣り合うアンテナ同士が一定の距離ｄ
２（ｄ２は０より大きい値）だけ離隔させられて、直列に配置されている。
　送受の回路部１００２は、第二受信部として、４個のアンテナ１１４１－１～１１４１
－４と、４個の増幅器１１４２－１～１１４２－４と、４個のミキサ１１４３－１～１１
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４３－４と、４個の増幅器１１４４－１～１１４４－４と、４個のフィルタ１１４５－１
～１１４５－４を備える。これらは、同様な４個の系列を構成している。図１５の例では
、４個のアンテナ１１４１－１～１１４１－４は、隣り合うアンテナ同士が一定の距離ｄ
３（ｄ３は０より大きい値）だけ離隔させられて、直列に配置されている。
　このように、図１５の例に係るレーダ装置２１は、１つの送信アンテナ群と、２つの受
信アンテナ群を有する。なお、第一受信部のアレーアンテナのアンテナ間隔ｄ２と第二受
信部のアレーアンテナのアンテナ間隔ｄ３とは、同じであってもよく、または、異なって
もよい。
【００８１】
　送受の回路部１００２は、第一のＡ／Ｄ変換器（ＡＤＣ）１１６１と、第二のＡ／Ｄ変
換器１１６２と、制御部１１７１と、信号処理部１１８１を備える。
　また、送受の回路部１００２は、レンズ１０１１を備える。
　ここで、図１５の例に係るレーダ装置２１は、レンズ１０１１と一体化されたアンテナ
カバー（レンズ兼アンテナカバー）１００１を備える。
【００８２】
　図１５の例に係る送受の回路部１００２における動作の一例を示す。
　送信部では、増幅器１１０１が制御部１１７１から出力された制御信号を増幅し、ＶＣ
Ｏ１１０２が当該増幅された信号により制御されて信号を発振し、分配器１１０３が当該
信号を２つに分配し、増幅器１１０４が一方の分配信号を増幅し、アンテナ１１０５が当
該増幅された信号を無線により送信する。
【００８３】
　第一受信部では、各アンテナ１１２１－１～１１２１－４が無線の信号（送信部から送
信された信号の反射波の信号）を受信し、各増幅器１１２２－１～１１２２－４が当該受
信された信号を増幅する。各増幅器１１２４－１～１１２４－４が分配器（分配器１１０
３）により分配された他方の信号を増幅する。各ミキサ１１２３－１～１１２３－４が各
増幅器１１２２－１～１１２２－４により増幅された信号と各増幅器１１２４－１～１１
２４－４により増幅された信号とを混合し、各フィルタ１１２５－１～１１２５－４が当
該混合された信号をフィルタリングして、所望の信号を受信信号として抽出する。
【００８４】
　第二受信部では、各アンテナ１１４１－１～１１４１－４が無線の信号（送信部から送
信された信号の反射波の信号）を受信し、各増幅器１１４２－１～１１４２－４が当該受
信された信号を増幅する。各増幅器１１４４－１～１１４４－４が分配器（分配器１１０
３）により分配された他方の信号を増幅する。各ミキサ１１４３－１～１１４３－４が各
増幅器１１４２－１～１１４２－４により増幅された信号と各増幅器１１４４－１～１１
４４－４により増幅された信号とを混合し、各フィルタ１１４５－１～１１４５－４が当
該混合された信号をフィルタリングして、所望の信号を受信信号として抽出する。
【００８５】
　第一のＡ／Ｄ変換器１１６１が各フィルタ１１２５－１～１１２５－４により抽出され
た受信信号をアナログ信号からデジタル信号へ変換し、信号処理部１１８１がデジタル信
号へ変換された４個の受信信号を処理して、送信部から送信された信号を反射した物体（
対象物）の距離や速度や方位などを検出する。
　第二のＡ／Ｄ変換器１１６２が各フィルタ１１４５－１～１１４５－４により抽出され
た受信信号をアナログ信号からデジタル信号へ変換し、信号処理部１１８１がデジタル信
号へ変換された４個の受信信号を処理して、送信部から送信された信号を反射した物体（
対象物）の距離や速度や方位などを検出する。
【００８６】
　制御部１１７１は、送信部に対する制御信号を生成して増幅器１１０１に出力する制御
や、各Ａ／Ｄ変換器１１６１、１１６２の処理タイミングの制御を行う。また、制御部１
１７１は、例えば、第一受信部と第二受信部のそれぞれに対応する２種類の特性が異なる
信号を送信部から送信するように制御する。
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　ここで、第一受信部と第二受信部のそれぞれに対応する２種類の特性が異なる信号とし
ては、例えば、偏波と変調のうちの一方または両方が互いに実用上で混信することのない
信号が用いられてもよい。この場合、第一受信部の第一の受信アンテナ群の偏波（あるい
は、変調）の特性と、第二受信部の第二の受信アンテナ群の偏波（あるいは、変調）の特
性とは、互いに実用上で混信することのない向きになるように構成されている。
　これにより、信号処理部１１８１では、送信部から送信される２種類の特性が異なる信
号について、それぞれの信号を反射した物体を検出することができる。
【００８７】
　［本実施形態に係るレーダ装置を搭載した他の車両の概要］
　図１６は、本発明の一実施形態に係る他の車両１Ａの概略的な構成を示す図である。
　本実施形態に係る車両１Ａは、自動車であり、フロントガラス１１Ａや、サイドミラー
１２Ａ、１３Ａを備える。本実施形態では、車両１Ａの左側のサイドミラー１２Ａに、本
実施形態に係るレーダ装置３１を備え、また、車両１Ａの右側のサイドミラー１３Ａに、
本実施形態に係るレーダ装置３２を備える。
　本実施形態では、それぞれのサイドミラー１２Ａ、１３Ａの外側の端部に、レーダ装置
３１、３２が備えられる。
　なお、レーダ装置３１、３２は、それぞれのサイドミラー１２Ａ、１３Ａにおける様々
な位置に備えられてもよい。
【００８８】
　ここで、本実施形態では、レーダ装置が車両におけるフロントガラスやサイドミラーに
備えられる構成例を示したが、他の構成例として、レーダ装置は、車両における他のとこ
ろに備えられてもよい。
　また、本実施形態では、レーダ装置が車両に設けられる構成が示されたが、他の構成例
として、レーダ装置が車両以外の様々なところに設けられてもよい。
【００８９】
　［本実施形態のまとめ］
　以上のように、本実施形態に係るレーダ装置２１では、複数のアンテナ部（本実施形態
では、送信や受信におけるそれぞれのチャンネルのアンテナ群の部分）が同一の基板に実
装されたアンテナ装置（本実施形態では、レーダ装置２１におけるアンテナ部が実装され
た基板の部分の装置であり、送信部や受信部が含まれる。）を備える。これにより、本実
施形態に係るレーダ装置２１では、効率化を図ることができる。一例として、本実施形態
に係るレーダ装置２１では、遠方の距離における物体の検出を可能としつつ、中距離～近
距離における物体の広角化された検出を可能とし、これにより、効率化を図ることができ
る低背型の車載用のレーダ装置を実現することができる。
　また、本実施形態では、レーダ装置２１におけるレーダの構成や処理の方法（レーダ方
法）を提供することができる。
【００９０】
　＜レーダ装置の装置構成について＞
　（第１－１構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、レンズアンテナ（または、反射鏡アンテナ）の一
次放射器（アンテナ）と、パッチ方式（または、線状）のプリントアンテナを、１つの共
通の基板に実装したプリントアンテナ装置を備える。
　（第１－２構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、共通の基板（プリントアンテナ基板）の表面また
は裏面に、送信ＭＭＩＣや受信ＭＭＩＣを備える。また、レーダ装置２１では、各素子（
各プリント素子）または伝送ラインに給電する。
　（第１－３構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、送信側に少なくとも２つ（つまり、２つ以上）の
アンテナ群を備え、受信側に少なくとも１つ（つまり、１つ以上）のアンテナ群を備える
。
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　（第１－４構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、第一送信アンテナ群として、遠方の距離の狭幅領
域（狭い幅の領域）を検出するためのレンズアンテナ（または、反射鏡アンテナ）を備え
る。
【００９１】
　（第１－５構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、第二送信アンテナ群として、中・近の距離の広角
領域（広い幅の領域）を検出するためのパッチ方式（または、線状）のプリントアンテナ
を備える。
　（第１－６構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、受信アンテナ群が１つである場合、受信アンテナ
群として、中・近の距離の広角領域（広い幅の領域）に相当するパッチ方式（または、線
状）のプリントアンテナを備える。
　（第１－７構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、受信アンテナ群が複数である場合、第一の受信ア
ンテナ群として、遠方の距離用のレンズアンテナ（または、反射鏡アンテナ）を備え、ま
た、第二の受信アンテナ群として、中・近の距離用のパッチ方式（または、線状）のプリ
ントアレーアンテナを備える。
　（第１－８構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、前記した（第１－３構成例）～前記した（第１－
７構成例）のうちの任意の構成例において、送信用のアンテナ群と受信用のアンテナ群と
で、構成を入れ替えた構成を有する。
【００９２】
　＜レーダ装置の装置構成に関する効果について＞
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、共通の基板のプリントアンテナに、２つの仕様
が異なるアンテナ素子を実装することができるため、例えば、第１～２の従来技術と比べ
て、格段に、低コスト化、実装面積の省スペース化、構造の簡略化、部品点数の大幅な削
減の効果を得ることができる。
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、共通の基板を用いたプリントアンテナを採用す
ることにより、例えば、遠方用として最大限の開口効率が得られるレンズアンテナを用い
ることができる。これにより、本実施形態に係るレーダ装置２１では、例えば、第３の従
来技術と比べて、格段に小さい開口面積でありながら、効率的な指向性の形成と高利得の
設計を実現することができる。この技術により、低背化要求の高い車室内用センサー装置
において、遠方の物体の検出が効率的に可能となる。
【００９３】
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、共通の基板のプリントアンテナを用いて、中・
近領域用の広角化されたパッチ方式（または、線状）のプリントアンテナを採用すること
ができる。これにより、本実施形態に係るレーダ装置２１では、例えば、第２の従来技術
における超音波センサーの性能を充分に上回る感度並びにレスポンス速度を確保すること
ができる。また、本実施形態に係るレーダ装置２１では、アンテナ素子を密に配列するこ
とが可能であるため、その分解能も飛躍的に高まる。
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、共通の基板のプリントアンテナを用いて、上述
のような２つの領域の方式をモジュール化することができる。これにより、本実施形態に
係るレーダ装置２１では、例えば、第１～３の従来技術の問題を包括的に解消することが
でき、低背化が可能であるとともに、遠方の物体検出および中・近の物体の広角検出が共
用化された車室内用センサー装置を実現することができる。
【００９４】
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、例えば、第３の従来技術のような基板材が異な
る給電ではインピーダンス変換機構が必要となるのに対して、本実施形態では、共通の基
板の同一の表面（または、裏面）にＭＭＩＣ素子を実装することができ、このような問題
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を解消することができる。これにより、本実施形態に係るレーダ装置２１では、給電方法
の設計自由度が高く、実装コストや給電損失の低減を図ることができる。
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、１つの受信アンテナ群でありながら、例えば、
中・近領域用の広角化されたパッチ方式（または、線状）のプリントアンテナを適用する
ことにより、２つの領域（遠方領域、中・近領域）を共用化することが可能である。なお
、システム利得は、例えば、レンズアンテナを採用することにより、従来の技術より良好
な利得（より高い利得）を維持することができる。
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、２つ以上の受信アンテナ群が用いられる場合、
それぞれの受信アンテナ群としてそれぞれの領域（遠方領域、中・近領域）に適するアン
テナを採用することができる。なお、すべてのアンテナは、基板を共有する。
【００９５】
　＜レーダ装置のアンテナの特徴について＞
　（第２－１構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、プリントアンテナの前面に、誘電体で成形された
レンズ（レンズアンテナを構成するレンズ）または反射鏡（反射鏡アンテナを構成する反
射鏡）を備え、共通の基板にプリントされている一次放射器（レンズアンテナを構成する
アンテナ、または、反射鏡アンテナを構成するアンテナ）から給電する。
　（第２－２構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、パッチ方式（または、線状）の単体またはアレー
化したプリントアンテナのレドム（保護カバー）として、誘電体レンズアンテナ（そのレ
ンズ）または誘電体反射鏡アンテナ（その反射鏡）と同一の部品となるように一体成形さ
れたアンテナカバーの部品を備える。
　（第２－３構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、パッチ方式（または、線状）のプリントアンテナ
に関し、指向性や利得を制御するために、アレーアンテナ化されてもよく、あるいは、ハ
ードウェアにより指向性の合成処理（例えば、所望の指向性を形成する処理）が行われて
もよく、あるいは、ソフトウェアによるデジタルビームフォーミングを用いて指向性の合
成処理（例えば、所望の指向性を形成する処理）が行われてもよい。
　（第２－４構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、パッチ方式（または、線状）のプリントアンテナ
に、指向性や利得を制御するための部品（例えば、誘電体導波路や金属フレアの部品）を
備える。
　（第２－５構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、第一送信アンテナ群と第二送信アンテナ群の偏波
特性（偏波方向）が、直線偏波（例えば、垂直、水平、斜め）の直交関係、または、円偏
波（例えば、左、右）の逆旋回関係である。
　（第２－６構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、受信アンテナ群が１つである場合、第一送信アン
テナ群と第二送信アンテナ群のいずれの偏波特性（偏波方向）にも対応することができる
（受信することができる）偏波が受信アンテナ群に設定される。
　（第２－７構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、受信アンテナ群が複数である場合、第一送信アン
テナ群と第一受信アンテナ群とで偏波が合わせられ、第二送信アンテナ群と第二受信アン
テナ群とで偏波が合わせられる。
　（第２－８構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、前記した（第２－５構成例）～前記した（第２－
７構成例）のうちの任意の構成例において、送信用のアンテナ群と受信用のアンテナ群と
で、構成を入れ替えた構成を有する。
　（第２－９構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、前記した（第２－５構成例）～前記した（第２－
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８構成例）のうちの任意の構成例において、偏波の代わりに変調を用いる構成を有する。
　（第２－１０構成例）
　一構成例として、レーダ装置２１は、前記した（第２－５構成例）～前記した（第２－
８構成例）のうちの任意の構成例において、偏波と共に変調を用いる構成を有する。
【００９６】
　＜レーダ装置のアンテナの特徴に関する効果について＞
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、例えば、遠方用のレンズアンテナは共通のプリ
ント基板に一次放射器を有するため、低コスト化、省スペース化、構造の簡略化、部品点
数の大幅な削減等の効果を得ながら、高利得システムを実現することができる。
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、レドム（アンテナカバー）について、誘電体の
レンズとレドムとを同一の部品（一体成形）とすることにより、例えば、レンズの機能を
持たせながら、レドムとしての保護機能を持たせることができる。本実施形態に係るレー
ダ装置２１では、例えば、システム利得の向上や、部品数の削減の効果を得ることができ
る。
　本実施形態に係るレーダ装置２１では、第一送信アンテナ群と第二送信アンテナ群の偏
波特性を直交偏波または逆旋回偏波とすることにより、例えば、２つの領域の共有領域（
中・近領域における遠方領域と同等の視野角の領域）について、偏波ダイバーシティの効
果を得ることができる。具体的には、例えば、路面マルチパスや対象物の反射の安定した
受信が期待される。なお、この場合、受信アンテナ群の偏波の設定としては、１つの受信
アンテナ群が用いられる場合には、第一送信アンテナ群と第二送信アンテナ群との双方の
信号を受信することができる偏波に設定し、また、２つの受信アンテナ群が用いられる場
合には、それぞれの受信アンテナ群とそれぞれの送信アンテナ群とで偏波方向を合わせる
ように設定する。
　また、本実施形態に係るレーダ装置２１では、偏波特性の代わりに、または、偏波特性
と共に、変調特性を用いることも可能である。
【００９７】
　［以上の実施形態のまとめ］
　以上、本発明の実施形態について図面を参照して詳述したが、具体的な構成はこの実施
形態に限られるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲の設計変更等も含まれる。
【００９８】
　また、以上に示した実施形態に係る各装置や各処理部など（例えば、送信部、受信部、
制御部、信号処理部）の機能を実現するためのプログラムをコンピュータ読み取り可能な
記録媒体に記録して、この記録媒体に記録されたプログラムをコンピュータシステムに読
み込ませ、実行することにより、処理を行ってもよい。
【００９９】
　なお、ここでいう「コンピュータシステム」とは、オペレーティング・システム（ＯＳ
：Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）や周辺機器等のハードウェアを含むものであって
もよい。
　また、「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディスク、光磁気
ディスク、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）、フラッシュメモリ等の書き込
み可能な不揮発性メモリ、ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｋ）等
の可搬媒体、コンピュータシステムに内蔵されるハードディスク等の記憶装置のことをい
う。
【０１００】
　さらに、「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、インターネット等のネットワ
ークや電話回線等の通信回線を介してプログラムが送信された場合のサーバやクライアン
トとなるコンピュータシステム内部の揮発性メモリ（例えばＤＲＡＭ（Ｄｙｎａｍｉｃ　
Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ））のように、一定時間プログラムを保持し
ているものも含むものとする。
　また、上記のプログラムは、このプログラムを記憶装置等に格納したコンピュータシス
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ステムに伝送されてもよい。ここで、プログラムを伝送する「伝送媒体」は、インターネ
ット等のネットワーク（通信網）や電話回線等の通信回線（通信線）のように情報を伝送
する機能を有する媒体のことをいう。
　また、上記のプログラムは、前述した機能の一部を実現するためのものであってもよい
。さらに、上記のプログラムは、前述した機能をコンピュータシステムに既に記録されて
いるプログラムとの組み合わせで実現できるもの、いわゆる差分ファイル（差分プログラ
ム）であってもよい。
【符号の説明】
【０１０１】
１、１Ａ、７１１…車両、１１、１１Ａ…フロントガラス、１２、１２Ａ、１３、１３Ａ
…サイドミラー、２１、３１～３２…レーダ装置、１０１…基板、１１１、２２１、３４
１、３６１、８０１、９１１…レンズアンテナ、１１２、１７２、２０２、２２２、３２
２、３４２…送信部（Ｔｘ）、１２１、３７１－１～３７１－４…一次放射器、１２２、
４１１、５５２、６１３、１０１１…レンズ、１４１－１～１４１－４、１７１、２０１
、２４１－１～２４１－４、２６１－１～２６１－４、３０１－１～３０１－４、３２１
、８１１－１～８１１－４、８２１、９０１、９２１－１～９２１－４、９３１－１～９
３１－４、１１２１－１～１１２１－４…アレーアンテナ、１４２、２４２、２６２、３
０２、３６２…受信部（Ｒｘ）、１５１～１５４、１８１、４２５－１～４２５－２、４
４１－１～４４１－４、１１０５、１１４１－１～１１４１－４…アンテナ、４０１、１
００１…レンズ兼アンテナカバー、４０２、１００２…回路部、４１２…覆い部、４２１
－１～４２１－２、４２４－１～４２４－２、４４２－１～４４２－４、４４４－１～４
４４－４、１１０１、１１０４、１１２２－１～１１２２－４、１１２４－１～１１２４
－４、１１４２－１～１１４２－４、１１４４－１～１１４４－４…増幅器、４２２－１
～４２２－２、１１０２…電圧制御発振器、４２３－１～４２３－２、１１０３…分配器
、４４３－１～４４３－４、１１２３－１～１１２３－４、１１４３－１～１１４３－４
…ミキサ、４４５－１～４４５－４、１１２５－１～１１２５－４、１１４５－１～１１
４５－４…フィルタ、４６１、１１６１～１１６２…Ａ／Ｄ変換器、４６２、１１７１…
制御部、４８１、１１８１…信号処理部、５０１、６０１…プリント基板、５１１～５１
２…送信部、５５１…点源、５５３…平面波、５５４…放射パターン、６１１…パッチア
ンテナ、６１２…誘電体ロッド、６５１～６５２…ビーム進行路、７０１…道路、７１２
…人、７２１～７２２、２００１～２００２…特性
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